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[要旨]
本稿は、全市区l町村 を対象に、合併の目的のひとつとして考えられていた行財政の効率化が本当に達成さ
れているのか、統計的に検証を行う 。分析結果によれば、合併は 「規模の経済j効果とは逆の結果をもたら
していた。すなわち、 ①変化率で見た場合、ほとんどの指標において、合併をしていない自治体の方がより
効率化している。 ②多くの小規模自治体が依然として非効率であることに変わりはないが、非効率度の格差
は縮小している。 ③そもそも、同規模の自治体のうち、より非効率であった自治体が合併した傾向がみられ
る。
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[Abstract] 
This paper statistically investigates the improv巴men(of administrativ巴andfinancing efficiency of local govemm巴nt
which has been the purposes of local government amalgamations. According to the analysis 1巴sult，the amalgamations 
ha."¥Iιbrought about the result contrary to the "economies of scale" effect. 
That is， (1) Most index巴sshow that the ind巴p巴nd巴ntlocal governments have improved bett巴rthan amalgamated 
ones in terms of the change rate. (2) Although many smal local gov巴rnmentshave been inefficient yet， the gap of th巴
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degree of ineficiency has b巴enreducecl. (3) It is likely that mor巴inefficientlocal government were amalgamated 
[Keywords] 
Local Government Amalgamations in H巴is巴iP巴riod，Scal巴Economi巴s，Minimum Effici巴ntScal巴， Degree of 
Inefficiency 
はじめに
2010年3月末、合併特例法が期限を迎えたことにより、平成の市町村合併は一区切りがつけられた。1999
年3月31日時点では3，232あった市町村の数は、 2012年1月には1，719まで、減った。本稿の目的は、合併の目
的のひとつとして考えられていた行財政の効率化が本当に達成されているのか、統計的に検証を行うことに
ある。合併による行財政の効率化は主に 「規模の経済j効果によってもたらされる。そこで本稿では、財政、
行政の両側面から、これを分析する。具体的には、住民一人当たりの歳出入規模及び職員数における合併前
後の変化を、合併した自治体と合併していない自治体との間で比較する。従来の関連研究の多くがケースス
タデイであるのに対し、本稿は全市区町村を対象にしている。
分析から得られた結論を先に示そう。分析期間において、合併は「規模の経済」効果とは逆の結果をもた
らしていた。すなわち、①変化率で見た場合、ほとんどの指標において、合併をしていない自治体の方がよ
り効率化している。 ②多くの小規模自治体が依然として非効率であることに変わりはないが、非効率度の格
差は縮小している。③そもそも、同規模の自治体のうち、より非効率であった自治体が合併した傾向がみら
オ1る。
本稿の構成は以下のとおりである。まず、関連する研究のサーベイを行う。第2章で分析に使用するデー
タを説明する。第3章で統計分析の方法とその結果を示す。最後に結論を整理し、分析上の留意点を述べ
る。
1 .従来の研究
自治体の行財政に対する合併の効果についての従来の研究は、その多くがケーススタデイである。全国的
な統計分析としては、総務省により設置された市町村の合併に関する研究会 (2008)が、合併により行財政
運営がより効率化したという分析結果を示している。しかし、その方法は、合併した自治体と合併していな
い自治体の数値を単純平均するというものであり、自治体の規模が多様であることからすれば、適切な方法
とは言いまIgい。
一方、今井 (2008)は、合併自治体の合併前の期間について、その後に合併する自治体の集計値を計算し、
その変化の推移を合併しなかった自治体との問で比較した。分析の結果、地方債現在高、普通建設事業費決
算額、人件費決算額、職員数では、合併していない自治体の方がより低下しており、積立金現在高ではその
後に合併する自治体の方がより減少しているという結果が得られている。つまり、期待された 「規模の経済J
効果とは逆に、合併していない自治体の方がより効率化していたのである。
しかし、自治体の行財政指標は、人口規模に対してU字型のプロッ トとなることが以前から知られている。
この事実に基づき、 1人当たり歳出、 1人当たり職員数等が最小となる人口規模の研究が行われてきた。本
稿では、この人口規模を「最小効率規模」と呼ぶ (林 2002)。このことは、人口規模の小さい自治体は、
一般的に 1人当たり歳出等が大きくなる、言い換えれば非効率である割合が高いことを意味している。した
がって、合併による効果を検討するには、行財政指標に対する人口規模の効果をコン トロー ルすることが必
要である。
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2.データの説明
2. 1 自治体数
本稿では、 2009年3月31日時点での合併状況を基準にした。表 1が合併有無別の自治体数を類型ごとに、
表2は人口規模別に表している。ここでの自治体には、市区町村1，800が含まれており、そのうち合併を経
験したのが574、合併を経験していないのが1，226である。町村では、 8割以上が合併を経験していない。人
口規模別では、人口l万人未満の自治体のうち 9割以上が合併しなかったこ とがわかる。平成の市町村合併
は特に小規模市町村の合併促進を目指していたが、この点は大きな課題を残したことになる。
表 1:類型別に見た合併有無別の自治体数
合併なし 合併あり 小計
政令指定都市 10 ( 58.8) 7 (41.2) 17 (100.0) 
特別区 23 (100.0) o ( 0.0) 23 (100.0) 
市 360 ( 47.0) 406 (53.0) 766 (100.0) 
町村 -833 ( 83.8) 161 (16.2) 994 (100.0) 
小計 1，226 ( 68.1) 574 (31.9) 1，800 (100.0) 
(/L:)括弧内は比率(単位、%)。
表 2:人口規模別に見た合併有無別の自治体数
合併なし 合併あり 小言一，-
l万人未満 456 (93.3) 33 ( 6.7) 489 (100.0) 
l万一 5万人未満 482 (63.8) 274 (36.2) 756 (100.0) 
5万一10万人未満 135 (49.8) 136 (50.2) 271 (100.0) 
10万-30万人未満 105 (52.5) 95 (47.5) 200 (100.0) 
30万一100万人未満 40 (54.8) 33 (45.2) 73 (100.0) 
100万人以上 8 (72.7) 3 (27.3) 11 (100.0) 
小言十 1，226 (68.1) 574 (31.9) 1，800 (100.0) 
(注)括弧内は比率(単位、%)。
2. 2 変数の概要と作成方法
次に、表3は変数の概要を表している。変数のうち、効率化を測る指標は財政指標と職員数であり、「一
般」に分類された諸変数は、合併以外の要因による効率性への影響を取り除くためのコントロール変数であ
る。コントロール変数の記述統計量は表4に示した。
財政指標と職員数については、住民一人当たりの値の対数値を使用している。したがって、歳出総額の場
合、 log (歳出総額/住民人口)である。合併前は2001年2)、合併後は2008年を基準と している。
先述したように、合併自治体の合併前の期間は、その後に合併する自治体の集計値を計算した。すなわち、
合併前の各自治体の人口をXi(添え字tは自治体を表す)とすると、合併前 (2001年)の人口は LXiとなる。
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表 3:変数の概要
変数名 年 資料
一般 住民人口 2001年、2008年 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数
(総務省)
局齢者人口 2008年 住民基本台帳に基づく 人口、人口動態及び世帯数
(総務省)
1人当たり課税対象所 2008年 国民健康保険事業者年報(厚労省)
得 (iJJ) (対数)
第 1次産業人口比率 2005年 国勢調査(総務省)
畳夜人口比率 2005年 国勢調査(総務省)
財政指標 〈歳出関係〉 2001年、 2008年 地方財政状況調査(総務省)
歳出総額、投資的経費、
扶助費、公債費、物件
費、補助費、人件費
〈歳入関係〉 2001年、2008年 地方財政状況調査 (総務省)
歳入総額、 地方税、普
通交付税、地方債
職員数 一般行政、普通会計(iU )、2002年、 2008年 地方公共団体定員管理調査結果(総務省)
総合 (注3) 
(注 1)課税対象所得/納税義務者数
(注2)普通会計=一般行政+学校及び学校以外の教育(社会教育、保健体育等)+主主祭+消防
(注3)総合=普通会計+公営企業等会計
表4:コントロール変数の記述統計量
1人当たり
第 1次産業
人口 高齢者人口 課税対象所得
人口比率
(対数)
サンプjレ数 1，800 1，800 1，800 1，800 
平均 70，597.88 0.26 14.87 12.49 
標準偏差 17，7176.5 0.07 0.16 10.74 
最低値 157 0.11 14.45 0.01 
最局値 3，605，951 0.55 16.24 7.91 
3.合併の 「規模の効果」に関する統計分析
3. 1 合併前後の変化率(人口規模を含まない)
畳夜人口比率
1，800 
96.99 
50.50 
63.87 
2，047.31 
まず、人口規模をコン トロールせずに、合併有無の違いが財政指標や職員数の変化にどのような違いを与
えているかを回帰分析により検証する。回帰式は次のとおりである。
Yi=Xisl+Mis2+Ui i=l，.・.，n
nは市区町村のサンプル数を示している 3)Yは合併後の財政指標・職員数を合併前のそれで割った値であ
る。これは、合併前後の変化率を表している。Xはn行5列の変数行列、 Mはo(合併なし)、 1(合併あり)
の値をとるダミ ー変数、slは定数項を含む 5次元の係数ベク トル、 s2はl次元の係数ベク トル、 Uiは誤差
項である。変数には高齢者人口、 l人当たり対象課税所得、第 1次産業人口比率、畳夜人口比率が含まれ
る。
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ここで変数の平均値をとり玄とすると、合併有無の違いによる財政指標及び職員数の変化率は次のように
推計される。
合併ありの自治体の場合 :"5(sl十 s2
合併なしの自治体の場合 :Xisl 
回帰分析の結果、合併有無のダミー変数に関して、地方税は統計的に有意で、はなかったものの (t値-1.57)、
地方交付税交付金は 5%水準で、有意(d!直2.05)、他の変数はすべて 1%水準で、有意という結果が得られた.J)。
図lがそれぞれの推計値を示している。
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図 1:合併前後における財政指標、職員数の変化率
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扶助費
合併あり 合併なし
物件費
合併あり 合併なし
人件費
合併あり 合併なし
普通会計
合併あり 合併なし
103 
102 
101 
100 
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98 
104 
102 
100 
98 
96 
94 
98.2 
98 
97.8 
97.6 
97.4 
9 
98.5 
98 
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97 
公債費
合併あり
補助費
合併あり
一般行政
合併あり
総合
合併あり
合併なし
102.19698 
合併なし
合併なし
合併なし
地方税と補助費を除き、全ての変化率で 「合併ありJよりも 「合併なし」の方が低いことが分かる。つま
り、合併していない自治体の方がより効率化しているのである。もっとも、その違いは 1ポイント前後の小
さなものである。そのなかで、 地方債における差が目立っている。この詳しい分析は本稿では扱わないが、
合併特例債が影響しているものと予測される。地方税の場合、 回帰分析における合併有無のダミー変数の係
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数は統計的に有意でなかったものの、合併していない自治体が合併 した自治体を上回っている。 地方税は他
の変数と異なり、むしろ変化率が大きい方が自治体財政の面においては、より効率化していると考えること
ができる。
ただ、 ここでの分析は人口規模を含めていない。従来の研究により、人口規模の小さい自治体は住民 l人
当たりの費用が高いことが分かっている。そうであれば、たとえ合併していない自治体の方がより効率化し
ていたとしても、依然として非効率な状態にあることに変わりはないだろう。そこで、次に人口規模による
「最小効率規模」を考慮した分析を行う。
3. 2 i最小効率規模jに基づく 「非効率度」の分析
横軸に人口規模、縦軸に一人当たり行政費用をとり、各自治体のデータをプロッ トすると、 U字型の模様
が浮かび上がる。つまり、人口規模の小さな自治体では単位費用が高く、人口規模が大き くなるにしたがっ
て低下し、最低点に達した後は再び単位費用は上昇カーブを描くのである。この事実は、単位費用が最低と
なる、つまり最も効率的な状態となる人口規模があることを示唆している。本稿ではこれを「最小効率規模」
と呼んで、いる。
自治体における行財政上の「非効率度」は、この「最小効率規模jからの距離として考えることができる。
そこで、合併前後における 「非効率度」の変化を合併有無別で比較することにより、 合併の効果を知ること
ができる。図2は、分析の概念図である。
左の図を合併前の状態、右の図を合併後の状態とし、それぞれにU字型曲線の底のライ ンとして「最小効
率規模」が示されている。U字型の曲線は、次の二次式により表される。
Y，=X，s +u， i=l，.・.，I'l
pは定数項を含む7次元の係数ベク トル、 X，はn行7夢Ijの変数ベク トルである。 7個の変数の中には、は高
齢者人口、 1人当たり対象課税所得、 第 1次産業人口比率、昼夜人口比率のほか、人口と人口の 2次項が含
まれている。ここで推計されたYの最小値が最小効率規模となる。
図2:最小効率規模と 「非効率度」の概念図
横車1は人口規模、縦il!lIはf正民]人当たり財政指燃 ・臓員数
合併後合併前
??
? ? ? ? ?
• 
• 
自治体 1
• 
-6 
自治体i
最小効率規模
.、
• 
• 
1・
自治体tの「非効率度jは、 (y，一最小効率規模)として示される。図にしたがえば、合併前の期間におけ
る自治体1の「非効率度Jはbef、合併後の期間の 「非効率度」はゆ，である。
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なお、自治体の行財政上の効率性を測る分析として、確率的フロンティア分析 (StochasticFrontier 
Analysis)がしばしば用いられる。確率的フロンテイア分析により得られる「非効率度」は、図 2において、
自治体の各プロット上の位置とU字型の曲線の聞の距離の一部として計算される。しかし、図 2におけるU
字型曲線は決して最も効率的な状態を示すフロンテイア曲線ではない。
図3は、 U字型曲線において「最小効率規模jに達した際の人口規模を、指標別に表したものである。分
析では対数値を用いているが、図ではもとの人口数に戻して掲載している。後述するように、 地方税、普通
交付税、扶助費、補助費の場合、プロットがU字型上のかたちになっているとは言い難いため、ここでの計
算からは除外している。
従来の研究からも分かっていることだが、 「最小効率規模」をもたらす人口規模は、指標ごとにばらつき
がある。図によれば、一般行政の職員数は自治体の住民人口が30万人以上の水準で「最小効率規模jに達す
るのに対して、 地方債は 5万人前後の水準である。本稿でとりあげた指標を用いた限りでは、 「最小効率規
模Jをもたらす人口規模は 5~ 30万人程度と言える 。 ただ、 他の指標を用いれば、もっと多様な結果を得ら
れるかもしれない。従来の研究結果を合わせて考えると、少なくとも、人口1万人以下は「小さすぎ」、人口
40万人以上は「大きすぎるJと言えるかもしれない。しかし、ここでの計算は費用や職員数等の行政上のイ
ンプットのみに注目したものであり、行政サービスの在り方や住民の効用 (満足度)といったアウトプット
をふまえたものではないので、部分的な分析の結果としてのみ解釈されるべきである。
また、全体的に合併前の期間よりも合併後の方が、人口規模がより小さくなっている。これは全体として
自治体の効率が向上したことを示唆している。しかし、ここでは 2期間しかと っていないので、この点はさ
らなる分析をしないと確かなことは言えない。
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「非効率度J変化の分析結果を示す前に、図4において、合併前の期間について、人口規模の対数値を横
軸にとり、各自治体の財政指標、職員数の分布を示した。区|からわかるように、すべての指襟においてU字
型が描けるわけではない。地方税、普通交付税、扶助費、補助費は、プロッ トの全体的な形状を見るとU字
型とは言い難い。
図を見ると、合併なしの自治体のU字型曲線(点線)は合併ありの自治体のそれ(実線)よりも、全体と
してより 下方に位置していることが分かる。これは、同じ人口規模で比較すれば、合併前の期間において、
合併なしの自治体の方が合併ありの自治体よりも、より効率的であったことを示唆している。このデータは
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図4:合併前の人口規模と住民1人当たりの財政指標・職員数
(実線:合併あり、点線.合併なし)
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より効率性の低かった自合併前の期間のものであるので、言い換えれば、同じ人口規模の自治体のなかで、
治体が合併をしたということになる。
合併有無別に見た「非効率度」の平均値と分布
以下では、「非効率度Jの変化を合併有無別に平均値と分布に分けて分析した結果を示す。回帰分析の結
果、人口にかかる係数は、 1次項及び2次項ともに、すべて1%水準で、有意で、あった。先述したように、合
併前の期間における自治体tの 「非効率度jはbef、合併後の期間の 「非効率度」はαift，である。そこで、合併
前の期間における「非効率度Jはbefの平均値、合併後の 「非効率度」はαift，の平均値として計算した。
図5は、合併有無別に見た「非効率度」の変化を示したものである。まず、 (住民 l人当たり)歳出総額、
(住民 1人当たり)歳入総額等では、合併なしの自治体の方が合併ありの自治体よりも上位に位置している
ことが分かる。これは、合併なしの自治体の方が非効率であることを示唆する。この結果は、先ほど図4に
おいて、合併なし自治体のU字型曲線が合併あり自治体のそれよりも下方に位置していたことと矛盾するよ
うに思われるかもしれない。しかし、矛盾はしていない。なぜなら、図4をよく見ると、合併なしのU字型
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曲線 (点線)の端は合併ありのそれ (実線)よりも長く伸びている。これは人口規模が最も小さいクラスの
自治体と最も大きいクラスの自治体において、合併なしの自治体の比率が圧倒的に多いためである(表2を
参照)。したがって、同じ規模同士で比べれば合併こなし自治体の効率はより良いものの、全体として平均値
をとれば、最も小さいクラスの自治体と最も大きいクラスの自治体のなかで合併していないケースが非常に
多いため、合併なし自治体の効率が悪く計算されるのである。
次に、合併前後の期間の変化を見ると、全体として、合併なし自治体の効率性はより向上したことが分か
る。歳出総額、歳入総額、地方税、地方交付税、物件費、人件費、一般行政(職員数)、普通会計(職員数)
の場合、合併前の期間において合併なしの自治体の「非効率度」はより高かったが、その後格差は縮小して
いる。一方、地方債、投資的経費、扶助費、公債費、総合(職員数)の場合には、合併前の期間から既に合
併なしの自治体の「非効率度Jは低く、その後さ らに格差が拡大している。補助費の場合のみ、合併なし自
治体の「非効率度jが悪化した。
また、全体として財政指標では 「非効率度」が低下し、効率性の向上が見られる。
である一般行政、普通会計、総合では「非効率度」がむしろ上昇し、効率性が低下している。
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図 6:合併有無別に見た合併前後の非効率度変化('7;)の自治体分布
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図5は 「非効率度」の平均値の変化を示すものだったが、次に変化の分布を検討する。そのため、自治体
iの「非効率度の変化jを次のように計算した。
=非効率度の変化 (ヲ，)、 i=l，..，n
図6は、この 「非効率度の変化」 の分布が、合併有無別にどのように異なるかを示したものである。ここ
では、比較を分かりやすくするめに、自治体の分布をカーネル密度推計により表した。図から、地方税と普
通交付税以外、すべての指標において、合併なし自治体の分布は合併ありの自治体のそれよりも左側にずれ
ていることが分かる。これは、合併なし自治体は、合併あり自治体に比べ 「非効率度の変化jの値がより小
さい、言い換えれば、効率度の変化がより大きいということを意味している。つまり、合併な し自治体は効
一合併前の非効率度 (bef)合併後の非効率度 (aft，)
率化しているケースがより多いということである。
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結論
平成の市町村合併は、「規模の経済」効果を通じ、自治体行財政の効率化を図ることを主な目的のひとつ
としていた。しかし、本稿の分析結果によれば、合併前後の期間において、 むしろ合併をしていない自治体
は合併した自治体に比べより効率化していた。本稿では、なぜこのような結果が生じたのか、その原因につ
いては分析していなし、。合併しなかった自治体の地方債-発行による歳入額の減少が、合併した自治体に比べ、
やや大きかったこ とからすれば、 合併自治体に合併特例債の発行を認めたことに より、歳出入額の減少がよ
り緩和されたためと考える ことができる。これを合併特例債による 「ソ フトパジェッ ト化jと言うこともで
きるかもしれない。しかし、長期的な地域産業の停滞、三位一体改革等による 自治体財政の大幅な削減など
により、自治体財政は全体的に縮小していることからすれば、これを 「ソフ トパジェッ トjと考えて良いの
かについては慎重な判断が求められる。
また、合併自治体に対する各種の財政支援措置が時限的な措置であることからすれば、合併自治体の行財
政は近い将来、不可避的に行財政運営の縮小を強いられる。したがって、本稿における分析内容は、 あくま
で2008年時点における暫定的な結果と位置づけられるべきである。自治体をとりまく経済情勢に大きな変化
がない限り、近い将来の行財政指標について再び同じ方法で分析すれば、合併自治体の「非効率度」は低下
する可能性が高い。
最後に、分析方法上の留意点について、述べておきたい。本稿では、 「最小効率規模jを算出するにあた
って、費用や職員数等の行政上のインプッ トのみに注目した。しかし、林 (2002)が指摘したように、「最
小効率規模Jと「最適規模」は異なる概念である。 自治体の行財政における効率性を測るためには、「最適
規模」がより適切と考えられる。そして、その値を推計するためには、行政サービスの在り方や住民の効用
(満足度)といったアウト プッ トを分析に含める必要がある。しかし、アウ トプットのデータとして何を選
択するか、また住民の効用関数をどのように設定するかは非常に困難な問題である。また、行政業務は公共
性をともなうものであるから、「効率性Jはあくまでもその評価基準の一部として考えられるべきであろう。
[注]
1 )本稿は、(l対)後藤・安田記念東京都市研究所が笑施している科研費調査 fT平成の市IrI村合併」の影響に関する総合
的研究J(研究課題番号 22330050)の一部である。
2) )隊員数は2002年のデータを2001年の住民人口数で、書IJった。
3 )合併前の値がOである場合は欠損値として扱っている。
4 )不均一分散修正j斉み誤差。
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